
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 佐賀県太良町平成25年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

9,743

9,707

74.21

5,769,276

5,440,142

269,509

3,251,671

人(H26.1.1現在)

人(H26.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

7.8

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H21  Ⅲ－０ H22  Ⅲ－０ H23  Ⅱ－０

H24  Ⅱ－０ H25  Ⅱ－０

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

人件費 類似団体内順位
57/111

全国平均
23.7

佐賀県平均
23.5

人件費の分析欄

前年度に比べ0.3ポイント上昇したが、依然として類似団体平均を
下回っている。行財政改革における定員適正化計画に沿った職
員数の削減に努めており、引き続き適正な職員数及び給与水準
の管理に努める。
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物件費 類似団体内順位
75/111

全国平均
13.7

佐賀県平均
12.1

物件費の分析欄

前年度に比べ0.6ポイント上昇し、依然として類似団体平均を上
回っている。要因としては、施設の維持管理及び各種行政サービ
スの実施に係る経常経費が大きくなっているためであると考えら
れる。指定管理者制度の拡充、行政サービス等の実施内容を検
証しながら経常経費の削減に努める。
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扶助費 類似団体内順位
105/111

全国平均
11.3

佐賀県平均
9.3

扶助費の分析欄

前年度に比べ0.1ポイント上昇し、依然として類似団体平均を上
回っている。要因としては、公立保育所や公立幼稚園よりも私立
保育園に通う乳幼児が多く、児童措置費（保育所運営費）に係る
経費が他団体よりも多大になっているためであると考えられる。
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その他 類似団体内順位
79/111

全国平均
12.9

佐賀県平均
14.1

その他の分析欄

前年度に比べ1.0ポイント上昇し、類似団体平均を上回っている。
主な要因としては、国民健康保険事業会計への繰出金の増加が
考えられる。今後においては、繰出基準等内容を検証しながら経
常経費の削減に努める。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

22.3

3.5

11.9
11.611.5

12.412.0

H25H24H23H22H21

13.712.712.5

11.711.6

補助費等 類似団体内順位
76/111

全国平均
10.0

佐賀県平均
10.6

補助費等の分析欄

前年度に比べ0.3ポイント改善したが、類似団体平均を上回って
いる。要因としては、各種団体（観光協会）への補助金の増加が
考えられる。今後においては、支出内容の検証等を実施しながら
経常経費の削減に努める。
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公債費 類似団体内順位
32/111

全国平均
18.6

佐賀県平均
18.7

公債費の分析欄

前年度に比べ0.1ポイント改善し、依然として類似団体平均を大き
く下回っている。今後においても大型事業の整理・縮小、計画的
な実施に努め、地方債発行額の抑制を図りながら、現行水準を
上回らないよう努める。
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公債費以外 類似団体内順位
96/111

全国平均
71.6

佐賀県平均
69.6

公債費以外の分析欄

前年度に比べ1.7ポイント上昇し、類似団体平均を上回っている。
要因としては、人件費を除くすべての区分で類似団体平均を上
回っているためであると考えられる。今後においては、行政ニー
ズの把握に努めながら経常経費の削減を図っていく。

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

95.9

49.7

62.3
61.862.8

60.7
62.8

H25H24H23H22H21

69.768.0
70.7

66.468.3

1/1



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

787,753 80,853 132,943 ▲ 39.2
91,135 9,354 15,355 ▲ 39.1

115,078 11,811 21,605 ▲ 45.3
19,106 1,961 2,278 ▲ 13.9

- - - -
49,077 5,037 5,589 ▲ 9.9
23,726 2,435 2,911 ▲ 16.4

▲ 85,787 ▲ 8,805 ▲ 16,243 ▲ 45.8
1,000,088 102,647 164,438 ▲ 37.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

8.31 15.05 ▲ 6.74
94.9 95.7 ▲ 0.8

（注）住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

525,045 53,889 104,657 ▲ 48.5

- - - -

- - 419 -

106,453 10,926 24,121 ▲ 54.7

5,652 580 4,863 ▲ 88.1

1,505 154 2,362 ▲ 93.5

- - 22 -

▲ 6,524 ▲ 670 ▲ 5,112 ▲ 86.9

▲ 450,535 ▲ 46,242 ▲ 91,802 ▲ 49.6

181,596 18,639 39,530 ▲ 52.8
※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H21 1,347,277 130,487 39.9 127,151 51.8 ▲ 11.9

うち単独分 639,455 61,933 28.3 72,559 74.9 ▲ 46.6
 H22 1,409,023 138,615 6.2 147,869 16.3 ▲ 10.1

うち単独分 1,097,980 108,016 74.4 63,271 ▲ 12.8 87.2
 H23 785,088 78,438 ▲ 43.4 146,140 ▲ 1.2 ▲ 42.2

うち単独分 554,961 55,446 ▲ 48.7 75,451 19.3 ▲ 68.0
 H24 889,522 90,417 15.3 146,641 0.3 15.0

うち単独分 525,452 53,410 ▲ 3.7 68,142 ▲ 9.7 6.0
 H25 1,209,428 124,133 37.3 174,587 19.1 18.2

うち単独分 790,873 81,173 52.0 79,695 17.0 35.0
 過去５年間平均 1,128,068 112,418 11.1 148,478 17.3 ▲ 6.2

うち単独分 721,744 71,996 20.5 71,824 17.7 2.8

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
佐賀県太良町平成25年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値
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最大値及び最小値
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